
生
産

と
畜
・
解
体

加
工

流
通

販
売

消
費

市
内

畜
産

振
興

安
全

安
心

な
食

肉
の

提
供

取
扱

量
・

収
益

【
増
】

集
荷

・
持

ち
込
み

【
増
】

処
理

量
【

増
】

仮
に

産
業
振

興
も
含
め

て
全
て
拡

充
に
向
け

て
取
り
組

む
場
合
の

例
（
ポ
ジ

テ
ィ
ブ
）

生
産

【
増

】
質

【
向
上

】

取
扱

量
・

収
益

【
増
】

市
内

産
業

振
興

（
中

小
企

業
支

援
・

雇
用
創
出
）

経
済

発
展

・
労

働
者

の
生

活
の

向
上

・
税
収
の
確
保
な
ど

市
民
へ
の
還
元

来
北
者
へ
の
付
加
価
値
提
供

（
質
の
高
い
肉
を
安
価
で
提
供
）

【
新

】
市

場
化

【
新

】
集

客
施

設
化

【
強
化
】

食
肉
を
活
用
し
た

観
光
振
興

に
ぎ
わ
い
づ
く
り

街
の
魅
力
向
上

販
売

量
・

収
益
【

増
】

質
【

向
上

】

食
肉

流
通

の
広
域

化
（

市
外
・

海
外
輸

出
等
）

消
費

量
【

増
】

満
足

度
【

向
上
】

全
国

か
ら

の
集
荷

食
肉

事
業

者
の
参

入

行
政

目
的

市
民

に
メ
リ

ッ
ト
あ

る
？

○
左

記
と
同

様
に
、

食
肉
セ

ン
タ
ー

の
民

営
化

、
経

営
の
一

体
化
を

図
る

場
合

は
意
義

が
あ
る

。
○

食
肉

セ
ン

タ
ー
を

利
用
す

る
市
内

の
畜

産
農

家
が

大
幅
に

増
え
る

ほ
か
、

食
肉

事
業
者

が
市
内

に
本
社

移
転
す

る
な

ど
、

直
接

的
な
利

用
者
が

市
内

に
存

在
す
る

ほ
ど
効

果
増
。

（
逆
で

あ
れ

ば
効

果
減

。
）

○
ふ

る
さ
と

応
援
寄

付
金
の

返
礼
品

と
し

て
の

提
供

が
、
今

後
も
継

続
で

き
れ

ば
、
市

の
収
入

確
保
に

寄
与
。

市
民

に
メ
リ

ッ
ト
あ

る
？

○
食

肉
セ
ン

タ
ー
の

民
営
化

と
と
も

に
、

と
畜

か
ら

販
売

ま
で

の
経
営

の
一
体

化
を
図

る
場
合

は
、

市
と

し
て

も
、

民
間

の
収
益

拡
大
の

た
め
、

更
に
多

く
の

広
域

的
な

集
荷

を
行

う
意
義

が
あ
る

。
（
単

に
市
直

営
の

継
続

等
で

あ
れ

ば
、

集
荷
が

増
え
て

も
、
市

の
財
政

負
担

が
更

に
増

加
。

）
な
お

、
計
画

通
り
に

集
荷
で

き
な

け
れ

ば
、

経
営

が
悪

化
す
る

リ
ス
ク

が
あ
る

。

【
強

化
】

建
替

え
ま

た
は

大
規

模
改

修
に

よ
る

機
能

向
上

（
輸

出
対

応
・

取
扱

数
の

増
・

豚
の

内
臓

の
活

用
な

ど
）

拡
充

に
よ

る
変

化

食 肉 セ ン タ ー

拡
充

に
向

け
た

取
組

【
強

化
】

畜
産

農
家

の
経

営
支

援

【
新

】
大

手
食

肉
事

業
者

等
の

誘
致

活
動

【
強

化
】

（
公

）
施

設
運

営
ス

タ
ッ

フ
や

検
査

員
の

増
員

【
強

化
】

（
民

）
働

き
手

の
確

保
（

技
術

承
継

を
含

む
）

【
市
の

財
政

負
担

の
想

定
】

◆
一
般

会
計

繰
り

入
れ

年
間

：
1億

8千
万
円

程
度

◆
建
替

約
7
2
億
円

o
r大

規
模
改

修
約

2
5億

円
＋
α

 
年
間
：

2
～
3
億
円

（
30
年
間

）
◆

新
規

・
強

化
事

業
：

＋
α

広
域

◆
課
題
（
市
に
と
っ
て
ハ
イ
リ
ス
ク
・
ロ
ー
リ
タ
ー
ン
）

①
本
市

に
畜

産
農

家
が

非
常
に

少
な

い
こ

と
や

、
近

隣
に
「

福
岡

食
肉

市
場

」
が

あ
る

こ
と

等
に
よ

り
、

事
業

効
果

が
得

ら
れ
に

く
い

。

②
食
肉

セ
ン

タ
ー

の
利

用
や
収

支
が

、
社

会
情

勢
や

民
間
事

業
者

の
活

動
に

大
き

く
左

右
さ

れ
る
中

で
、

将
来

に
わ

た
っ

て
、
市

に
よ

る
事

業
拡

充
に

見
合

っ
た

費
用
対

効
果

が
、

事
業

者
側

の
収
益

に
偏

ら
ず

、
行

政
・

市
民

と
し

て
も
得

ら
れ

る
か

疑
問

が
あ

る
。

取
扱

量
増
＝

広
域
化

の
可
能

性
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生
産
者

出
荷
業

者

出
荷
団

体

卸 売 業 者

売 買 参 加 者

外
食
店

（
レ

ス
ト

ラ
ン

、
焼

肉
店

等
）

量
販
店

（
ス

ー
パ

ー
等

）

小
売
店

（
肉

屋
等

）

と
畜
場

卸
売

市
場

委
託

相
対
売

り

せ
り
売

り

買
付

と
畜
検

査

と 畜 解 体 業 者

と
畜
解

体

①
委
託
手

数
料
：
枝

肉
の

売
上
の

数
％

と
畜
場

使
用
料

・
冷

蔵
庫
使
用

料
と

畜
検

査
料
・

と
畜

解
体
料
・

格
付
金

※
と
畜
検

査
料

※
と
畜

解
体

料

（
公

社
）
日

本
食
肉
格

付
協
会

※
格

付
金

市
場
施

設
使

用
料

管
理
棟

事
務

室
使
用

料

加 工 業 者

部 分 肉

市
場
の

開
設

食
肉
衛

生
検

査
所公

設
民

営
の

と
畜

場
（
市

場
併

設
）

の
例

と
畜
場

の
設

置
・

運
営

※
出

荷
者

は
、
獣

畜
の

受
託

・
解
体

・
卸
売
に

お
い

て
発
生

す
る

諸
経

費
を
ま

と
め

て
卸
売

業
者

に
支
払

う
。

卸
売

業
者
は

、
そ
の
う

ち
と

畜
検
査

料
を

食
肉

衛
生
検

査
所

に
、

と
畜

解
体

料
を
と

畜
解

体
業

者
に
、

格
付
金
を

日
本

食
肉
格

付
協

会
に

支
払
う

。

部
分

肉
加
工

所

②
と
畜

・
販

売
諸
経

費
※

中
央
卸

売
市

場

補
助
金

市
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食肉センターの今後のあり方検討会 参考資料 

 

北九州市政変革推進プランについて【抜粋】 

 

■北九州市の課題と市政変革の必要性 

令和６年３月に策定した「北九州市政変革推進プラン」において、本市の現状を

踏まえ、克服すべき課題を「低迷する経済成長」「少子高齢化」「公共施設等の老朽

化」「脆弱な財政構造等」としている。 

 

特に財政状況については、例えば、 

○財政の硬直化を示す指標である経常収支比率が、政令市中高い方から３番目 

○市民一人当たりの市税収入が政令市中少ない方から８番目 

○市民一人当たりの市債残高が２０政令市中最も多い 

といった状況を踏まえると、他の政令市に比べ、財政基盤は脆弱と言わざるを得な

い状況。未来への柔軟かつ機動的な投資が困難な財政状況となっている。 

 

 

 

 

 

■市政変革を進めるにあたっての基本原則 

原則１：課題を先送りしない市政への転換 

原則２：３つの重点戦略への財政の模様替え 

原則３：古い体制からの脱却による財源確保 

原則４：市役所のスリム化 

 

■市政変革に取り組む際の主な視点 

視点１：市民のニーズや社会経済情勢の変化への対応 

視点２：効率性・生産性、費用対効果 

視点３：他の政策との重複の有無 

視点４：実施水準及び対象範囲の妥当性 

視点５：ＤＸの推進 

視点６：官と民の役割分担、公民連携 

市政変革の断行 

【令和６年度】 

食肉センターの 

経営分析 

（今後のあり方検討）
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生 産 者

牛 豚 集 荷 者

係 留 所

と 畜 ・ 解 体

計 量

急 冷 庫

保 冷 庫

牛 豚 部 分 肉 加 工

食
肉
セ
ンタ
ー

（
と畜

場
）

部
分
肉

加
工
所

牛 豚 内 臓 処 理

枝
肉

牛
豚
等

獣
畜

外
食
店

（
レ

ス
ト

ラ
ン

、
焼

肉
店

等
）

量
販
店

（
ス

ー
パ

ー
等

）

小
売
店

（
肉

屋
等

）

内
臓
処

理
業
者

内
臓

と
畜

場
運
営

経
費

加
工
売

上
高

内
臓
販

売
収

入

と畜
解
体
業
者

と
畜
解

体
手

数
料

食
肉
セ

ン
タ

ー
使

用
料

冷
蔵
庫

使
用

料

部
分

肉

北
九
州

市
立

食
肉

セ
ン
タ

ー
に

お
け

る
経
営

の
一

体
化

の
考
え

方

と
畜
場

と
牛

豚
部

分
肉
加

工
、

牛
豚

内
臓
販

売
、

と
畜

解
体
を

一
体
的

に
経

営
す

る
こ
と

で
収

益
を

目
指
す

。
（

部
分

肉
加

工
や

内
臓
販

売
で

得
ら

れ
た
利

益
を

と
畜

場
運
営

に
充

て
る

。
）

内
臓
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食
肉

セ
ン

タ
ー

の
今

後
の

あ
り

方
の
選

択
肢

○
公

設
公

営
、

○
指

定
管

理
者

（
利

用
料

金
制

）
、

○
事

業
者

負
担

の
見

直
し

○
経

営
移

譲
（

施
設

貸
し

）
、

○
Ｐ

Ｆ
Ｉ

○
完

全
民

営
化

○
県

内
の

他
施

設
と

の
統

合

○
激

変
緩

和
の

た
め

の
数

年
の

経
過

措
置

等

ケ
ー

ス
１

：
現

状
維

持
・

一
部

改
善

（
市

の
財

政
負

担
減

）

ケ
ー

ス
２

：
現

利
用

事
業

者
を

中
心

と
し

た
団

体
（

仮
）

に
よ

る
民

営
化

ケ
ー

ス
３

：
身

売
り

（
施

設
譲

渡
）

ケ
ー

ス
４

：
再

建
・

再
構

築

ケ
ー

ス
５

：
廃

止

※
検
討
会
座
長
か
ら
の
ご
提
案
に
よ
る
整
理
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建替（R3試算：約72億円）

国補助：条件あり（自治体等所有、取扱頭数増、輸出対策が必要）

大規模改修による長寿命化（R3試算：約25億円）

国補助：なし

現在の運営方法のまま施設の建替を行う方法【国補助可1/3】 現在の運営方法のまま現行施設の大規模改修を行う方法

市：運営費の負担は継続、建替費用の負担が必要
　　増強した設備に対する集荷対策、利用事業者撤退のリスク増

市：運営費の負担は継続、大規模改修費用の負担が必要
　　利用事業者撤退のリスクあり

民：食肉事業者は、集荷対策等の市への協力を求められるが、
　　安定して利用ができ、リスクなし

民：費用の負担はないが、事業拡充の可能性も低い（現状維持）

市が施設を建替え、指定管理者制度を導入する方法【国補助可1/3】 市が大規模改修を行い、指定管理者制度を導入する方法

市：運営費の補填、利用料金制により負担軽減の可能性あり
　　建替費用の負担が必要
　　指定管理者の選定・運営状況のチェックが必要

市：大規模改修費用の負担が必要
　　利用料金制の導入により運営費の負担軽減の可能性あり
　　指定管理者の選定・運営状況のチェックが必要

民：費用の負担は少ないが、収入増・経費削減等の運営努力が必要 民：費用の負担は少ないが、収入増・経費削減等の運営努力が必要

市が施設を建替え、民間が運営する方法【国補助可1/3】 市が施設を所有したまま大規模改修を行い、民間が運営する方法

市：建替費用の負担が必要
　　運営費の負担はなくなるが、市が建物を所有しているため、
　　将来的に大規模改修等の費用負担が必要

市：大規模改修費用の負担が必要
　　運営費の負担はなくなるが、市が建物を所有しているため、
　　将来的に大規模改修等の費用負担が必要

民：と畜場運営費を補うため、他部門との経営の一体化が必要
　　輸出等事業拡充の可能性あり

民：と畜場運営費を補うため、他部門との経営の一体化が必要

【PFI-BTO】PFI方式で建替を行う方法【国補助可1/3】
　民間が新設した施設を市に譲渡し（民設）、運営は民間が行う

【PFI-RO】PFI方式で大規模改修を行う方法
　民間が大規模改修費用を負担し（公設）、運営は民間が行う

市：運営費の負担はなくなるが、民間へのサービス対価の設定
　　及び支払い、将来的に大規模改修等の費用負担が必要

市：運営費の負担はなくなるが、民間へのサービス対価の設定
　　及び支払い、将来的に大規模改修等の費用負担が必要

民：費用の負担は必要だが、施設設計の自由度は高くなる
　　と畜場運営費を補うため、他部門との経営の一体化が必要
　　輸出等事業拡充の可能性あり

民：費用の負担は必要だが、改修の自由度は高くなる
　　と畜場運営費を補うため、他部門との経営の一体化が必要

県内の他のと畜場と統合する方法【国補助可1/2】

市：統合相手になると畜場の選定や関係者協議が必要
　　設置主体等の整理が必要で費用負担が不明（北九州市に統合
　　する場合は市のランニングコストが増えるのではないか、
　　県内の他都市に統合する場合の市としての役割は？）

民：経営の主体となり得る民間が存在するかどうか
　　食肉事業者が現状と同様の条件で施設を使用できるか不明
　　輸出に対応するための組織強化が必要

市が建替えた施設を民間に譲渡する方法【国補助不可】 市が施設の大規模改修を行い、民間に譲渡する方法

市：新設施設を民間譲渡する理由について整理が必要
　　将来的な施設改修や運営費用の負担はなくなる

市：改修した施設を民間譲渡する理由について整理が必要
　　将来的な施設改修や運営費用の負担はなくなる

民：と畜場運営費を補うため、他部門との経営の一体化が必要
　　輸出等事業拡充の可能性あり、施設・敷地の幅広い活用

民：と畜場運営費を補うため、他部門との経営の一体化が必要
　　施設・敷地の幅広い活用

民間が施設を新設し、運営を行う方法【国補助不可】

市：設置許可、食肉の衛生検査以外は基本的に関与なし

民：費用の負担は必要だが、施設設計等は自由
　　と畜場運営費を補うため、他部門との経営の一体化が必要
　　自由な施設運営が可能

市：廃止までの猶予期間中の維持補修費は必要
　　将来的な施設改修や運営費用の負担はなくなる
　　猶予期間が短期の場合は、他施設への受け入れ協議や雇用に
　　対する補償等が必要になる可能性
　　市内事業者や労働者の市外流出の可能性

民：と畜の場を失い、経営に影響が出る可能性
　　雇用の喪失

行
政
の
関
与

民
間
活
力
の
導
入

民間

民間

廃止

市 市

市

市

市

民間

未定団体等再建・再構築

指定管理者
(利用料金制)

選択肢
施設等
所有者

経営
主体

公設公営
（直営）

公設民営
（経営移譲）

ＰＦＩ
公設民営
民設民営

完全民営化
（施設譲渡）

民設民営

民間

民間

民間

構成員からのご意見

施設整備方法

民間
大

大 小

小
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１ 概要 

食肉センターを新設（建て替え）する場合の各スキーム(公設公営、公設民営、PFI-BTO

方式、完全民営化)における経営シミュレーションを行った。 

また、各シミュレーションにおいては、と畜頭数や使用料を増やした場合や、経営を一

体化（と畜場の運営、牛部分肉加工、豚部分肉加工、もつ販売、と畜解体）した場合も想

定して試算している。 

２ 各スキームにおける経営を一体化した場合のシミュレーション結果 

新設において、と畜頭数や使用料を増やしたうえで、全ての経営を一体化した場合、公

設民営、PFI-BTO 方式、完全民営化において、年間約１千万円から８千万円の黒字化が見

込める結果となった。 

一方で、建て替え費用まで考えると以下の通り、最も好条件での利益である８千万円

を投資しても年間収支がプラスになるスキームはなかった。 

公設民営 

(施設貸与型) 

市は運営の収支に関与せず、民間事業者は施設貸与額を市に支払うことに

なるが、最も年間利益がプラスとなる場合でも、年間収支は 1.0 億円のマ

イナスとなる。 

また長期間、高い条件を維持し施設を運営していくことは食肉市場の将来

性、収益性から考えると困難であり、利用者１社の影響で経営難に直結す

るリスクが高く、運営会社の事業撤退による市のリスクが高い。 

PFI-BTO 方式 

市が民間企業にサービス対価を支払うこととなるが、経営を一体化し、最

も年間利益がプラスとなる場合で、すべての利益を設備投資の返済に充て

たとしても、市は 2.5 億円/年の財政負担が必要。 

完全民営化 
市としては最も望ましい運営方式であるが、最も好条件でも年間収支はマ

イナスとなり、設備投資の回収ができない等の問題から、実現は困難。 

  

 

 

 

※建て替えにかかる費用は、建築費用の上昇分を考慮せず、令和３年度に行った老朽化度調査の

結果をそのまま使用し試算している。 

 ※最も好条件とは①②③の条件を満たす場合 

  ①牛の搬入量増加率１３６％、豚の搬入量増加率３６４％ 

  ②食肉センター使用料の単価上昇率１３０％ 

  ③と畜場の運営、牛部分肉加工、豚部分肉加工、もつ販売、と畜解体の経営を一体化 

食肉センターの新設（建て替え）における 
コンサルティング結果概要（令和４年度） 

※上記を参考にさらなる検討が必要。 
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